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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

１月の月例経済報告で経済再生担当相は「２０１２年１

２月から続く景気拡大期間が７４ヵ月に達し、戦後最長に

なった」と表明した。これまで最長は２００２年２月～２

００８年２月までの「いざなみ景気」の７３ヵ月を抜いた

ことになるが、実際に最長となったかどうかの判断は約１

年後に開催される有識者会議で正式認定されることになる。

この戦後最長される期間の実質国内総生産成長率は年率１．

２％にとどまり、いざなぎ景気（１１．５％）、いざなみ景

気（１．６％）を下回っている。 

 

 

 

 

内閣府が経済財政諮問会議に提出した中長期の経済財政

試算によると、黒字化達成の目標期限としている２０２５

年度に基礎的財政収支（ＰＢ）は１．１兆円の赤字になる

見通しであることが分かった。試算では、名目成長率３％

以上の高い経済成長と２０１９年度の消費税増税も織り込

んでおり、財政健全化への道筋は不透明である。米中貿易

摩擦などの先行き経済や景気の腰折れなどから新たな経済

対策を講ずることになれば、一段と財政収支の改善は遠の

きかねない。 

 

 

 

 

総務省の２０１８年の人口移動報告によると、東京圏（東

京・神奈川・千葉・埼玉）は転入者が転出者を上回る「転

入超過」が２３年連続で続いていることが明らかになった。

東京圏への一極集中が続く一方で、全市町村の７２．１％

（１２４０市町村）では「転出超過」となり、一極集中が

拡大している状況にある。政府は２０２０年に東京圏の転

入超過を解消するとの目標を掲げてきているが、困難な実

情にある。超過数でみると、東京都が最も多い７万９８４

４人で、埼玉、神奈川、千葉が続いた。 

 

 

 

 

厚生労働省は２０１８年の有効求人倍率が年平均で１．

６１倍となったと発表した。１９７３年以来、４５年ぶり

も高水準となった。また新規求人倍率も２．３９倍となり、

調査開始の１９６３年以来で最も高かった。他方、総務省

が発表した２０１８年平均の完全失業率は２．４％となり、

１９９２年以来２６年ぶりの低さとなった。有効求人倍率

が高い水準にあり、完全失業率が低い水準にあることは、

明らかに人手不足感を強まっていることを鮮明にしている。 

 

 

 

 

年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は２０１

８年１０～１２月期の運用実績が１４兆８０３９億円の赤

字となったと発表した。ＧＰＩＦは厚生年金や国民年金積

立金を市場に投資して運用しているが、世界的な株安が響

き、国内外の株価が大幅に下落したことにより、運用実績

が赤字に陥ったもの。市場での運用を開始した２００１年

以降で過去最大の赤字額となった。運用資産額は昨年１２

月末時点で１５０兆６６３０億円があり、世界的にも巨額

な資金を保有している。 

 

 

 

 

厚生労働省の発表によると、２０１７年度末時点で全国

に敷設されている主要な水道管のうち、震度６強程度の地

震に耐えられる「耐震適合率」は３９．３％にとどまるこ

とが分かった。政府の国土強靭化計画では２０２２年度ま

でに適合率を５０％以上にするとしており、同省では「ペ

ースを１．５倍以上に加速させて目標を達成したい」とし

ている。都道府県別にみると、耐震適合率が最も高かった

のは神奈川の７１．３％で、逆に最も低いのは鹿児島の２

２．４％で、最大で約５０ポイントもの開きがあった。 

 

 

 

 

 国連児童基金（ユニセフ）は紛争や自然災害で食料や水

などの援助が必要な子どもは世界５９カ国・地域で推計４

１００万人に上ると発表するとともに、各国に対し、約３

９億ドル（約４３００億円）の緊急拠出を要請した。援助

内容をみると、１０３０万人にはしかの予防接種、４２０

万人の栄養失調で苦しむ子どもには食料・医療支援が必要

だとしている。支援を必要とする子どもの国ではイエメン

が最多の約６５０万人、シリア（約５５０万人）、コンゴ（約

４００万人）が続いた。 

 

 

 

 

 人材会社エン・ジャパンの調査によると、企業の８９％

が人手不足の部門を抱えていることが分かった。人手不足

にある職種は、営業職が最多の３５％で、ＩＴ系技術職（１

８％）、企画職（１６％）、電気・機械系技術職（１４％）、

運輸・物流関係職（１２％）が続いた。企業での人手不足

の要因を尋ねたところ（複数回答）、「退職による欠員」（５

７％）、「中途採用で人員確保ができなかった」（５１％）、

「既存業務の拡大」（３６％）、「業績好調による業務量増加」

（３０％）などとなっている。 

１０-１２月期年金運用損、過去最大の赤字 景気拡大局面、戦後最長と表明 

全国の水道管の「耐震適合率」は３９％ 

東京圏への転入超過、２３年連続 

消費税増税しても２０２５年度財政は赤字 

ユニセフ、援助必要な子どもは４１００万人 

人手不足の要因、「退職欠員」が最多 昨年の有効求人倍率、４５年ぶりの高水準 


